





















件工事」という）は、Ａ 平成一六年七月 指名競争入札により一部 務組合（地方自治法二八四条二項）である東部地域広域水道企業団から請け ものである。これが、Ｂ（三和

























「前記事実関係によれば、本件請負契約が有償双務契約であることは明らかであるところ、一般に、下請負人が、自らは現実に仕事を完成させ、引渡しを完了した もかかわらずに対する注文者である請負人が注文者から請負代金の支払を受けられない場合には、自らも請負代金の支払が受けられないなどという合意をすることは、通常は想定し難 ものというほかはない。特に、本件請負契約 代金額が三億一五〇〇万円と高額であるところ 一部事務組合である東部地域広域水道企業団を発注者とする公共事業 係るもの って、浄水場内の監視設備工事の発注者である同企業団から 請負代金の支払は確実であったことからすれば、ＸとＹとの間においては、同工事の請負人であるＡから同工事の一部をな 本件機器の製造等を順次請け った各下請負人に対する請負代金の支払も順次確実に行われることを予定して、本件請負契約が締結された のと
みるのが相当であって、Ｘが、自らの契約上の債務を履行したにもかかわらず、Ｙにおいて上記請負代金の支払を受けられない場合には、自 もまた本件代金を受領できなくなることを承諾していたと 到底解し難い。
したがって、ＸとＹとが、本件請負契約の締結に際して、
















件入金リンク条項を停止条件を定めたものだと解釈 る理由付けとして、原審は、本件請負契約締結の状況に触れた上で、当事者双方の意思につき 当該条項が支払義務者たるＹにとって有利になるだけではなく、 「Ｘ自身も、本件請負契約における
入金リンク条項の法的性質については、停止条件であると理解していたものと推認せざるを得ない」と述べ、当事者双方が入金リンク条項を停止条件とす 意思で契約を締結していることを指摘している。
これに対して最高裁は、当事者の実際の認識とは異なる不
確定期限との意味を本件入金リンク条項に付与しており、その理由付けとして「有償双務契約である本件請負契約の性質」を根拠として、当事者の合理的意思解釈により結論を導いて る。その際、 「Ｙが、本件入金リンク条項につき、本件機器の製造等に係る請負代金の支払 受けなければ、Ｘに対して本件代金の支払をしなくてもよい いう趣旨のものととらえていた」としてもそれは上記解釈を左右するも ではな 念を押す。
このように最高裁は、本件リンク条項が停止条件を定めた

























されてきたいわゆる出世払い約束の事例を含む以下 大審院の判決がある。①大判明治三二年二月九日民録五輯二四頁（預け金の返還請求事件、預け主が出京のために根室を引き払う際に返還するとの約定を期限と解した） 、②大判明治四三年一〇月三一日民録一六輯七三九頁（貸金請求事件、 「立身ノ上誓テ返済可仕」との文言を債務履行の期限と解した） 、③大判大正四
年二月一九日民録二一輯一六三頁（貸金請求事件、 「債務者ノ婚家又ハ分家シタル時」に返還するとの約定を期限と解した） 、④大判大正四年三月二四日民録二一輯四三九頁（貸金請求事件、借主が出世した際に返還するとの約定を期限 解したものの、結論としては時効消滅の抗弁を認め借主の請求を棄却） 、⑤大正四年五月一七日民録 一輯七一四頁（鉱業権売買の残代 につき「精錬盛行ノ見込ミ相立チタルトキ」を以って弁済すべき旨の約定を期限と解した） 、⑥大正四年一〇月二三日民録二一輯一七五二頁（製氷機及び付属機械の売買代金残額 支払 製氷機械の試運転及び三回の製氷から三ヶ 経過後とする約定を条件と解し、本件機械等によって契約に適合する製氷は不能であるために残代金の支払い時期は到来しないとした） 、⑦大判大正四年一二月一日民録 一輯一九三五頁（貸金請求事件 家屋を売却のうえ返済すると ⑧ 判大正一〇年五月二三日民録二七輯九五七頁（貸金請求事件 借主が山林の特売権を得 ときより二カ月以内に借用 を弁済すべきとの特約について、特売権を得られなかった場合に債務の履行を免除する意思 有していなかったこ を理由にた） 、⑨大判大 四 二 集四巻 六頁（株式会社が所定の時期に抽籤により社債を償還する の約定を期限と解し、民法一三〇条の適用を否定） ⑩大判昭和一六年 月二六日新聞四七四三号一五頁（貸金請求事件、債務者が無資力の
三一八
場合において、その資力が回復した場合には債務を弁済すべき旨の約定 つき、資力 回復しない限り債務は自然債務となるものであり、不確定期限を定めたものではないと解した） 。これらはいずれも本件のような入金リンク条項に関するものではないか 厳密にいえば事案を異にするものではあるが、以下では、条件と期限とを区別する一般的な基準から検討を始めることにしよう。
これらの判決は、必ずしも確実性の有無で判断しているわ
けではない。たとえば④判決 は、出世払 の付款について「既ニ発生シタル債務ノ履行ヲ…制限」するものであるから不確定期限である しており、判決の直接の根拠は、既に債務の効力が発生しており、その履行についての制 であ ということなのである。これと同様 判断を明示するものとしては⑤⑦判決がある。
すなわち判例は、事実の到来の確実性という形式的な基準
を用いるのではなく、既に債務が発生 いるか否か、 いう実質的な観点から判断をしてい 端的に述べるなら 「必ず払うという趣旨ないし必ず払わせるの 妥当か」 、こ を肯定するならば期限である（星野英一『民法概論』 （良書普及会、一九七一年、改訂七刷一九七九年を参照した）二四〇頁、滝沢・後掲九五頁も参照） 。
その後、最上級審において条件／期限の区別が直接問題と









































位者からの支払がないことを理由としてＹが入金を拒むことは「通常は想定し難い」と述べる。続けて「特に」以下の部分では上記の解釈を補強する要素を挙げる。すなわち本件の請負契約は公共事業に係るものであり、発注者からの請負代金の支払いは確実であったという事情を摘示 、これを根拠に、Ｘ Ｙにお て上記請負代金の支払を受けられない場合には自らもまた本件代金を受領できなくなることを承諾して たとは「到底解し難い」と述べた。さらに、 「したがって」以下の結論 は請負契約の双務有償性に 触れるものの本件の特殊事情への再度の言及はない。
以上の書きぶりから、本判決の示した判断枠組みは、 （ｉ）



























本件の各契約について「ど 契約が欠けても、関係当事者にとって重大な影響を及ぼすもの あった」とその密接 連性を強調して上記注文書の記載 停止条件を定めたものであるとの解釈を基礎づけ、にも かわらずＡＣ間のリース契約 成否を確認することなく 工事を履行したＸの受ける代金不払いの不利益は自ら招来したものであるからやむを得 いと述べている。結局、ＡＣ間のリース契約 不成立によりＸＹ間の請負契約は無効となったとしてＸの請求を棄却した。
最高裁は次のような理由で、原審を破棄した。まず、ＡＢ
間の契約の成否について、ＡＣ間で予定されていた契約がいわゆるファイナンス・リース契約であり、そ 目的が「Ａに本件システムの代金支払につき金融の便宜を付与すること」であることを指摘しながらも「たとえ上記リース契約が成立せず、Ａが金融の便宜を得ることができ くても は、Ｂに対する代金支払義務を免れ ことはないというのが当事者の合理的意思に沿う」とした。 「加えて」 、Ｘが本件工事 請負代金の支払確

















































































































































参照） 。この点から 明らかなように、停止期限は契約全体 効果に関するものである。これに対して本件の場合は、請負契約における仕事の履行に対応する代金の支払に関して付款がなされた場合であ 。なお、民法（債権法）改正検討委員会による債権法改正の基本方針【


































































為基礎の喪失の問題とする吉永・後掲一一六頁もこの方向を示唆するものとして理解できるであろう。なお、この他に条項の効力を否定する手段としては公序良俗違反が考えられる 、本件 事情のもとでこれを肯定する は難しいだろう。
（
20）　
七月判決の第一審では、ＡＣ間のリース契約が不成立となった場
合にＸＹ間 請負契約に無効とするならば現状回復の困難に直面するとの考慮がなされてい 。
本判決についての評釈類として以下のものがある。吉永一行・法学セミナー六七三号一一六頁、宗宮英俊・Ｎ
ＢＬ九五一号三九頁、奈良輝久・金融商事判例一三六五号一〇頁、笠井修・民商法雑誌一四四巻三号三九二頁、芦野訓和・法学セミナー増刊速報判例解説九号七九頁、新堂明子・判例時報二一二三号一四八頁、滝沢昌彦・ジュリスト臨時増刊一四二〇号九四頁、山本豊・私法判例リマークス四四号一四頁。
